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信託会社等に関する総合的な監督指針 新旧対照表 
改 正 後 現   行 

１１ 信託兼営金融機関関係 

１１－２ 信託兼営認可申請書の審査に際しての留意事項 

申請者より、兼営法第１条第１項に基づく兼営の認可の申請が

あった場合には、以下の点に留意するものとする。 

（注）兼営法の趣旨に鑑み、兼営法第１条第１項各号に掲げる

業務のみを行うことは認められないことに留意する。 

銀行以外の信託兼営金融機関は、暗号資産を含む信託財

産の管理又は処分を行う信託及び信託財産の管理又は処

分において暗号資産関連デリバティブ取引を行う信託を

営むことができないことに留意する（兼営法規則第３条第

１項第６号）。 

銀行である信託兼営金融機関は、管理型信託業に限定し

て暗号資産を含む信託財産の管理又は処分を行う信託を

営むことができるが、信託財産の管理又は処分において暗

号資産関連デリバティブ取引を行う信託を営むことがで

きないことに留意する。暗号資産を含む信託財産の管理又

は処分を行う信託を営む場合、銀行である信託兼営金融機

関による履行保証暗号資産の保有は、主要行等向けの総合

的な監督指針Ⅴ－６－１及び中小・地域金融機関向けの総

合的な監督指針Ⅲ－４－１３－１に規定する「必要最小限

度の範囲」に含まれるが、銀行勘定に与えるリスクに鑑み、

特に主要行等向けの総合的な監督指針Ⅴ－６－２③及び

中小・地域金融機関向けの総合的な監督指針Ⅲ－４－１３

－２③に記載の点に留意する。 

１１ 信託兼営金融機関関係 

１１－２ 信託兼営認可申請書の審査に際しての留意事項 

申請者より、兼営法第１条第１項に基づく兼営の認可の申請が

あった場合には、以下の点に留意するものとする。 

（注）兼営法の趣旨に鑑み、兼営法第１条第１項各号に掲げる

業務のみを行うことは認められないことに留意する。ま

た、信託兼営金融機関は、信託財産の管理又は処分におい

て暗号資産を含む財産の信託及び暗号資産関連デリバテ

ィブ取引を行う信託を営むことができないことに留意す

る（兼営法規則第３条第１項第６号）。 

 


